


















な限りにおいてはじめてこれを行使することができるとされている。しかし、アメリカにおいては、 「宣言判決法」によ 、当事者 、起訴等の執行行為が開始され 以前にお ても、法令の憲法判断を求めることが可能である。この場合、抽象的審査制の機能を各裁判所に認めているようにも思え しながら、合衆国最高裁判所は、司法権 行使を「事件」 「争訟」に限定し、一見、抽象的と見える宣言判決もこの具体的審査制の枠の中に位置づけている。そこで 本稿においては 同じく具体的審査制をと 日本 宣言判決法の運用等が法令審査のあり方に関して参考になると思い 以下において紹介する。まず、日本の法令審査 問題点 特 適格



























































































































の救済を得られる範囲で、裁判所の判断を求めるスタンディングが認められ のである。このスタンディングの観点から、法令審査はどのように行われるかを確認す と まず、法令 単に抽象的な規範として存在しているだけでは、そ 憲 判断を裁判所に行わせることはできない。法令の執行がなされ 現実・具体的な損害がもたらされ、それを被った者がこれを裁判所において争うことが必要である。そ 際に 第三者の憲法上 権利侵 を主張するスタンディングは認めら ない が原則である。あくまで当事者の憲法上の権利侵害の有無とそ 救済に対応して、裁判所によって判断されるのである。こうした手続上の要件 、素直に 令 実体判断に及ぼせば、憲法判断は、当事者に適用される限りにおいて される とになろ
（
constitutional judgm
ent as applied ）。














ち、同一の条文が適用される 件にも幅がでてくる。その結果、当事者に適用される限り お は、その憲法上の権利を侵害しない 、他の事例に適用されれば違憲となる可能性を指摘し、その法律の無効を求めるものである。　
例えば、 「わいせつ表現物の販売を禁止し、違反に対して処罰する」と定める法令があるとして、起訴された当
事者の販売した表現物はハード・コア・ポルノで表現の自由の濫用 して、その規制は違憲とはならない場合でも、この規定は、優れた芸術性・思想性を同時に伝達する性表現にも適用されうるので違憲である、という主張が可能である。しかし 現実には後者にこの法令は適用されておらず、将来も適用され かどうかは不確定であ 。このような第三 に対する仮定的な適用状況を想定して 法令の憲法判断を行うことは消極的に考えられている。　
しかしながら、表現の自由が規制される法令については、例外として「仮定的第三者」の権利援用を認め、結果

































性」という要件を憲法三条「事件又は争訟 に取り込む によって対処してい 。

























































ある。この事件では、先住民族の土地の所有 へ 規制が問題になったが、最高裁は、憲法判断 憲法三条の関係についての先例を丁寧にまとめ、まず、マーベリ 件におけるマーシャル裁判官の意見 引用し 違 立 審査権
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この事件では、法律により委員会が設置され、その定める「規則」により鉄道料金 定められ こ 違反す と










見すると「抽象的審査」に限りなく近づいて行くようにも思 れ が こ 判断の射程範囲を考えておく必要がある。この事件では、刑事手続は開始していな が、 「規則」 よって鉄道運賃が設定され、原告は現にその適用を受け、この運賃に従うか、それともこれに違反して刑事手続において争うか二者択一 状態になっている。したがって、 「規則」は、単に抽象的に存在し いたのではなく、原告 具体的に影響し おり、裁判所によ 救済の必要性があったといえ であろう。 の点から「争訟」は存在したといえる宣言判決法一九三四年と争訟性　
もっとも、この事件は一九〇八年と古いもの あるが、その後、連邦議会は一九三四年に宣言判決法を定め、執











in cases of actual controversy 、合衆国の
















































desire to engage in 、
いまだハッチ法に違反してはおらず、この法律が合衆国 に違反していることを理由 、その宣言判決等を求めた。　
最高裁は、憲法三条は、裁判所が助言的意見を述べることを認めて らず「抽象 ではなく、具体的な法律問題































































































索もなされた。しかし、相当理由がないままに逮捕状が発付され 捜索・押収も違法であったとして、証拠が排除された。それにもかかわらず、 局は、原告・団体は依然として政府転覆・共産党の隠れ蓑であり、そのメンバーは州法に従って登録しなければならず、これを怠 ば起訴 べきであ 繰り返しアナウンスを行った。これに対して、法令が違憲無効であるとの宣言判決等が求められた。






















insurrection and other dom
estic violence
を鎮圧するために軍隊を用いることが認めら
れ、実際にもローカル政府の援助を連邦軍に命じたが、この経験から、陸軍 は、不測 事態に際してローカル政府に必要最小限の援軍で対処できるようにす ため、情報収集システム 確立が必要であるとした。しかし、この情報収集システムは、市民による適法かつ平和的 政治活動を監視するものであり、修正一条に違反するとの宣言判決等が求められた。第一審は、陸軍によ 、不法とされる情報収集行為 明らかとさ ず 原告 権利にも らされる損害又はその脅威について主張されてい 。 に対して原審は、こ システムの存在自体が、表現の自由を萎縮させる許されざる負担を原告にもた しているとした。最高裁は、これを破棄した。　
最高裁は、修正一条の権利行使を直接に禁止していない場合にも、規制 もたらす萎縮的効果から憲法 が生















問題になっているが、法令審査を求めるスタンディングの判断に関しては、結論が反対になっ い 。その違は、後者 おい は、表現の自由への萎縮は、刑事責任追及の現実的なおそれによっ 裏打ちされていたが、前者については、この点は必ずしも問題とはなっておらず、もっぱら表 行為への萎縮のみ 指摘されていた。 の両者の違いが 損害の現実・切迫性という憲法三条の要件 満たすかどうかの判断 分かれ目となったといえるかもしれない。これについて、レアド事件
（一九七二年）
と同様に、刑事責任及びその他の制裁とは無関係に、表現の









囲にわたり傍聴することを認める法律が定められ、それが修正一条や修正四条に違反しているとして争われた。原告は、傍受される可能性の高いコミュニケーションを行っ ると この法律が違憲であるとの宣言判決等 求








oreign Intelligence Surveillance A
ct of 1978 ） （ＦＩＳＡ）
は、法務長官と国家情報局






視の対象となると考えられる個人とセンシティブな国際的なコミュニケーションを行ってい 。そ で、この条項は、修正四条、修正一条等に違反して文面上無効であるとの宣言判決等を求めて訴え 提起した。　
この情報監視に関して、ＦＩＳＡは、二つの特別裁判所
tw


































る。法律の文言からすれば 合衆国市民である原告は監視対象とはならない。したがっ 原告らが監視対象になっていたことを証明できなかったことは驚くに足りない。政府がＦＩＳＣの承認 求めたかについてすら、原告は主張し ない。原告は一八八一条（ａ）項 基づく監視実務について何等の知識も有しない。 のコミュニケーションが監視対象 されることについて具体的事実を示していない。更に 「一八八一条（ａ）は…［原告］が懸念している監視が行われることを、せいぜい許容するだけであ 、強制も命令も行っているわ ではない…



































めの費用及びその他やっかいな手段 講じる必要が生じた。すなわち、ある種のｅメールや電話を避けざるを得なくなったり、具体的な話ができずに一般的な話 とどめたり、対面で話をするために旅行しなければならなく っ
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生は「現実又は切迫」している、という点にある。す わち 原告の中には、九・一一 時多発テロに関わり あるいはグアンタナモで拘束されていた者の代理人 務めた弁護士や人権擁護活動家等 含まれている。その結果原告らの業務は、外国に在住する外国人から情報を入手 であ 、彼らと電話やｅメール 定期的 コミュニケーションをとっている。そこで、政府 これらの会話を傍受 蓋然性は高 といえる。その理由として、二〇〇八年改正法 、監視の対象を「外国 権力者又はそ エージェント」に限定し な ので、原告とグアン
































に難がありつつも、同条の適用を排除する例があったことが指摘されている。 『最高裁判所判例解説刑事篇昭和 八年度』一四頁（担当田尾勇） 。
（５）
　「適用審査」と「規範審査」の問題を考える際に、 「第三者の権利援用」が問題になる。適用条文について全面的に審査する
「規範審査」においては、その概念を確定するプロセスにおいては「第三者の権利援用」 是非はそれほど問題にならずに当然のごとく行なわれる。これに対して、 「その事件を解決する限り」 「当事者の権利救済」に限定する「適用審査」の場合には、 「第三者の権利」に言及す ことは認められないということになろう。もっとも、 こで注意しなければならないことは 「第三者」に
のと思われる。
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も二通りあり、ひとつは、当該事件とは切り離された、条文の一般的・抽象的・全般的審査の過程の中から指摘されるもの、もう一つは、当事者への具体的執行行為の中に現実に含まれ、又は、含まれうる場合である。合衆国最高裁では、前者を仮定的第三者、後者を現実的第三者として区別し、前者 対する審査を行うことには消極的である。問題は、第三者の権利侵害について審査を及ぼすというそのこと自体よりも、抽象的な「規範」とは異なる具体的・現実 な「執行行為」に が絞られており、その限りであれば第三 の権利侵害を指摘 、これを理由にその執行行為の効力等を裁判所が否定す ことは許されるように思われる。日本において、この点が問題になった事件 して 第三者所有物没収事件・最大判昭和三七年一一月二八日刑集一六巻一一号一五九三頁が る。 事件では、密輸出を企 た被告人が有罪とな 、懲役刑を受けると共に、附加刑として、犯罪行為 用に供された船舶及びその貨物が没収された。こ 没収された貨物 、被告人以外の第三者の 有物が含まれており こ 第三者に対して「告知・弁解・防御」の機会が与えられなかっ ことは、憲法三一条・二九条に違反するか 問題となった。上告審においては原判決が破棄され、没収の対象 被告人所有物に限定さ ること なった。この判決では、第 者の権利侵害について理の対象としている 、 「規範」としての法令 もの 審理する過程において されたも でなく（もしも、文面審査・文面無効の判断が下され たとすれば、被告人に する没収 ついても無効とされたであろう） 、当事者に対する具体的な執行行為がなされ、そ 中に現実的第三者が巻き込ま ていた で審査がなさ てい 。しかし 問題なのは こ 第三者に言及しその権利侵害を認定した場合 、当事者の救済につなが かどうか ある。この事件で 結局の こ 当事者へ 附加刑 行われ 第三者の権利侵害の認定は当事 の利益には結び いていな 。こ ような場合 アメリカでは 勝訴判決が当 者 救済につながらない場合には、憲法三条 「 件又は争訟」の要件を満たさない して スタンディングを認めない する判例理論 流れがある。もっとも、この場合にも、 と第三者の関係が問題とされ、後者がその権利を訴訟で主張することが困難であり、また、前者が後者の権利を法廷において 主張・擁護す にふさわし いう場合には、例外である てい 。患者 妊娠中絶 権利を医師 法廷で主張する場合がこの典型である。 かし 第三者所有物没収 に関しては 自らの権利 法廷 おいて主張することが困難である、第三者 権利を当事者が主張・擁護する、と う典型的な 例 いよう 思わ る。 かし がら現実になされた、第三 侵害する 違法な附加刑を、当事者 対する権利侵害で ないとの理由のみ を見過ごし
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See Singleton v. W
ulff, 428 U
. S. 106 （
1976. ） 。なお、この場合にも、当事者












制〉という刑事法の要請からも肯定されているところである。しかしな ら、そもそも法令に 一定の不明確さが残るこ は避けられず、その結果、不明確さがいかなる程度に達したときに無効とな のか 困難な問題を提起する。そこで、実際の裁判では「解釈」によりこの不明確さを除去し、法令の効力を維持しようとする傾向がある。しかし、このことは「解釈」前に行為を行った被告人に告知機能を果たしていた 、また、そ 「解釈」は裁判所 よ 「立法」では かと 批判が生じる。これら ついて、最大判昭和六〇年一〇月二三日刑集三 巻六号四一三頁。なお「過度に広範」 「漠然性」 問題を限定解釈 視点 ら論じ








判所の自制のルール」を確立してきた。ひとつは、当事者によって主張されている害悪が、市民の大多数によって実質的には同程度に共有されている「一般的苦情」 、もう一つは、事件と争訟の要件を満たすに十分な損害を主張している場合でさえも、原告「第三者の権利」とは異なる自分自身の法的権利及び利益を主張しなければならない、ということである。この要件を課すことによって、裁判所は、他の政府部門の方がより適切に対処する能力があり、裁判所の介入が個人の権利 保護するのに不必要であるにもかかわらず、広く公的な意義を有する抽象的な問題に判断を下さずに済む である。
See W











arth Island Institute, 129 s.ct. 1142 （
2009 ）において
は、原告は、それぞれの救済方法 合わせたスタンディン 有することを証明 責任 る とし いる。そして、差止救済を求めるために ①具体的及び特定された事実上 損害 被るとの脅威に曝されてい こと、②この脅威は、現実的で切迫したものでなければならず 憶測又は仮定的であって なら 。また、こ は被告の行為に正しく結び付いていること、及び③原告勝訴によりこの損害が防止され又は され うる場合でなければならない、としている。
See id. at 1149.
　　
このうち、後者の因果関係については、上述のとおり二つの側面から考察される。ひとつは、主張されている損害が、争ってい



















視し、結果として、刑事・行政手続 執行、保釈金や量刑において差別的な実務がなされているとされ、その差止が求められた。最高裁は 過去において違法な執行を受けたこと、それだけでは差止救済を求めるのに必要な、現在の事件又は争訟を提起していることにはならない。原告は、自らが再び逮捕され 起訴され、判決を受け、差別的 扱いがなされるという可能性があり、将来の損害を被るとの見込みを主張している 、この損害を実際に被るかどうかは仮定的、憶測的である、とした。













子」の親に限定され 「非嫡出子」の親ではないとし いた。原告は、非嫡出子をもつ母親 るが、父親が援助を っておらず、この州裁判所による解釈は修正一四条平等保護 違反するなどとし 父親を しないことの禁止を求めて えを提起した。最高裁は、原告の求め 救済が認められたとしても、父親を自由刑に処するだけである。請求が認められ、父親に対しての起訴がなされれば、援助をうけら るとの展望は、せいぜいの ころ推測 ない。主張されている損害と裁判所にお て判断を求めている請求との間 直接 関連性は本件において 存在し 、と た。




arth v. Seldin, 422 U
.S. 490 （
1975 ）がある。低所得者を排除するため、宅地利用に
関して不合理な制約を課しているゾーニング条例が違憲であ 宣言判決等が請求されている 最高裁は 原告がこの地で居住できないのは条例が原因である、とすること ついて疑問を呈す 。この地に居住するとの原告の希望が実現す かは、低料金住宅を建築する第三者の努力と意思に依存している。しかし、このような第三者 努力 なされたからといって、原告が負担可能な額で望む住宅を手に入れることには必ずしもならない。原告がこの地に居住できな は 住宅市場の経済状況 結果であっ
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て、条例制定の結果ではない。ゾーニング実務と原告主張の損害との間の因果関係の存在を支持する事実は主張されていない、とした。












院が税優遇措置を受けるためには、貧困者に対する医療の提供を、急患 場合に限定することで足りるとする「規則」を定めたため、貧困者や貧困者から成 団体等が 財務長官等を被告に、その規則が無効であること 宣言判決、差止命令をもとめて訴えを提起した。最高裁は、本件における被告 病院ではなく、財務長官等であることを重視する。そして、本件規則の制定は、病院に対して、貧困者への医療提供を拒否することを助長したかもしれないが、具体的な医療拒否が、本件規則の結果である、と いえない。主張されている医療拒否が、被告の助長行為に正 く結び付くも であるのか、それとも、本件規則による税優遇措置は関わりなくなされ 、病院独自の判断から医療拒否 なされているのか、純粋に仮定的なも である、とした。









危惧種保護法は七条（ａ） （２）は「連邦 各行政機関は、その承認し、資金を提供し、又は実行したいかなる活動も、絶滅危惧種の生存を危ぶませることがないように、内務長官と協議し及びその助力を得 、これを確保するものとする…」 規定している。こ 規定 うけて行政機関による規則 定められ、法律により行政機関が負担する義務は外国における活動にも及ぶとされていた。しかし、内務長官が規定を改訂し 法律の義務が及ぶのは合衆国又は公海 お て された活動 限定され した。 れに対して、環境保護団体が、内務長官を被告とし 訴えを提起し 規定後 規則 義務の及ぶ範囲に関する法律 考え方 反しているとの宣言判決及び当初の規則と同様の新た 規則を定めることを求めるインジャンクションを請求 。最高裁は 原告が主張する「損害」は 行政機関による海外での開発行為が そ 地 野生動物の絶滅につな り、かつ 見ることができた彼らの姿を観ることができなくなる、ということであるとし、この「損害」は現実又は切迫した損害とはいえないとした。
See id. at 564.













s, 130 s.ct. 2743 （
2010 ）がある。農務長官は、遺伝子組
み換え作物へ 制を行っていたが「遺伝子組み換えの牧草」については、当初とは異なって、環境影響評価を行うことなく規制対象からはずしていた。そのため、 「遺伝子組み換えではない牧草」の種を生産する農場が、環境影響評価を うまで、遺伝子組換え牧草の作付けの差止命令 求め 訴えを提起 た。最高裁は、遺伝子組換え牧草が広まる相当の危険により、原告は様々な点で損害を受ける。すなわち、遺伝子組換えでない牧草を販売しようとする場合、組換え牧草が混じっていないかテストしなければならなくなる。また、両種が混合することをさけるための手段を講じなければならな 。このような損害は、憲法上の タンディングの要件であ 、事実上の損害を満 すのに十分に具体的である 更にこ 損害は、規制対象から外した行政 判断 容易に結びつくも である。裁判所 禁止命令は 原告 損害を救済すること な 、とした。









が、林野部では、一定面積以下の森林火災に際して、その回復活動及び被災地域内の木材を販売 活動に関しては、これらの手続を一括して排除する「規則」を発表した。そこで、環境保護団体が、こ 手続を省略した規則の適用を禁止することを求め 訴えを提起した。
　　
原告は、それぞれの救済方法に合わせたすタンディンを有することを証明する責任がある。差止め救済を求めるためには、具体
的及び特定された事実上の損害を被ると 脅威に曝されていることを示さなければならない。こ 脅威 、現実的で切迫 ものでなければならず、憶測又は仮定的であってはならない。また、 脅威 被告の行為に正しく結び付い こ 及び原告勝訴によりこの損害が防止され 救済され うる場合 ければならない。当事者を保護するために司法権 発動する現実の必要性があること、この必要性なく司法権を行使 こ 、立法、行政府を裁判所 監視 認 ことになり、権力 配分
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を変更し、政府の民主的な形態から遠ざかることになる。
See id. at 1149
　　
本件で問題になっている規則は、原告に何等の行為も禁止していないし、求めてもいない。確かに、原告自身が政府活動の対象



















nited States, 219 U






















































. S. at 240.
（
25）　

















Id. at 108. 
この点を判断する正確な基準を設定することは、可能であったとしても困難である。しかし、基本的には、対立的な法的利害を有する当事者間において、宣言判決 行うことを正当とするに十分な、切迫性及び現実性を帯びた 実体を有する争訟が存在するのかという とである、としている。














See id. at 89.
（
29）　












ity of San Jose, 485 U

















. S. 59 （
1978 ）である。問題となった法律は原発の事故に際して、その賠償額を一定限度
にとどめると同時に、法的な抗弁を放棄させ、損害が上限を超えた場合には、議会が必要かつ適切なあらゆる措置を講ずるとしていた。この法律が違憲であることの宣言を求めて 原子力規制委員会及び原発を建設しつつある公益事業会社を被告 、環境保護団体等が訴えを提起した。この事件の特徴は、原発の操業により放射線によ 水・空気の汚染、原子炉を冷やすために用いられる湖の水温上昇、原発近くの財産上 価値 下落等の損害は、十分具体的で憲法上の要件 満た 。しかし 違憲の宣言を求めている法律 存在が、原発の設置・操業と結びついていなければ上述 損害 以てスタンディングの根拠 するこ はできない。最高裁は、この法律による保護が与えられなければ、被告は原発を建設し操業す こ ができ かったであろうとの相当程度 可能性があるとした原審の判断を維持した。
































































Id. at 278. レドア事件について、下級審の理解が分かれているとの指摘がある。第六およびコロンビア地区控訴裁において
は、監視対象ではない原告は、主観的な萎縮効果を示すだけではスタンディングは否定されると理解した。他方、第一および第九控訴裁では、直接規制対象になっていなくとも、政府の行為が自らの行為を合理的に変更させられたことを原告が証明できるならば、スタンディングは認められると理解しているとされている。
See E



























東洋法学　第57巻第 3号（2014年 3 月）
35
